
令和7年度補正予算 地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業

【事業実施背景】ふるさと納税において自治体間の競争は激しく、各自治体は寄付を増やすために返礼品の魅力を向上する努力を
行っている。一方で返礼品の制約として納税額に対して送料等を含めた返礼品のコストを50%以下に抑えないといけないことか
ら、送料やECサイトの手数料、事務費を下げることで返礼品にかける金額を向上することが重要となる。

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業

事業概要

事業内容

協議会名：ふるさと納税を核とした共同物流検討協議会

名護市に点在する生産者の小ロット産品を、運送事業者が周回して
集荷し北部地域中継地点に輸送した後、南部の中継地点へ共同輸
送する体制を構築する。これにより、単独事業者では困難であった
長距離輸送を、既存ルートや空き容量の有効活用によって持続可能
な形で実現する。

Point

協議会構成員
株式会社PURELOGI、一般社団法人やんばるナゴラブ、
有限会社渡具知、佐川急便株式会社、名護市

本事業で、関係者へのアンケートや現行データ分析・机上
シミュレーションを通じ、下記実施効果を算定する

【物流面（一例）】
・地域内の集荷コスト削減
（現状の集荷コストーシミュレーション後の集荷コスト）

・平均積載率の向上率
（実証開始前の平均積載率ーシミュレーション後の平均積載率）

【利便性面（一例）】
・交通事業者の出荷業務の効率化
・配送品質の向上（欠便・遅延リスクの低下）
・ドライバー不足解消
・配送頻度の安定化による在庫最適化

想定事業実施効果
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